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(54) Title: METHOD FOR JOINING MEMBERS

(54) 発 明 の 名 称 ：部 材 の 接 合 方 法

(57) Abstract: The present invention addresses the problem of controlling
burrs and improving the aesthetics o f joined members. The present invention
i s characterized by comprising: a preparation step for preparing a first mem
ber (2) exhibiting a ：frame shape, and a second member (3) that faces the first
member (2); a ：friction pressure welding step for butting an end surface of the
first member (2) against a facing surface of the second member (3), which
faces said end surface, and carrying out ：friction pressure welding; and a weld
ing step for carrying out welding using burrs formed in the ：friction pressure
welding step as filler material. The present invention i s further characterized
in that, in the ：friction pressure welding step, a pair o f spaced surfaces, wmch
face each other with a space therebetween at the start of mction pressure
welding, i s disposed outside of a butted section of the first member (2) and
the second member (3), and burrs generated by friction pressure welding are
accommodated between the pair o f spaced surfaces.

(57) 要 約 ：バ リを制 御 す る と と も に被 接 合 部 材 の 意 匠 性 を 向 上
させ る こ と を課 題 とす る 。 枠 状 を呈 す る第 一 部 材 （2 ) と、
第 一 部 材 （2 ) に 対 向 す る 第 二 部 材 （3 ) と を準 備 す る準 備
工 程 と、 第 一 部 材 （2 ) の 端 面 と この 端 面 に 対 向 す る第 二 部
材 （3 ) の 対 向 面 と を 突 き合 せ て 摩 擦 圧 接 を行 う摩 擦 圧 接 ェ
程 と、 摩 擦 圧 接 工 程 で 形 成 され た バ リを溶 加 材 と して 溶 接 を
行 う 溶 接 工 程 と 、 を 含 み 、 摩 擦 圧 接 工 程 で は 、 第 一 部 材

< ( 2 ) と第 二 部 材 （3 ) との 突 合 せ 部 の 外 側 に お い て 、 摩 擦
圧 接 の 開 始 時 に 間 隔 を あ け て 対 向 す る 一 対 の 離 間 面 を設 けて
お き 、 当該 一 対 の 離 間 面 の 間 に摩 擦 圧 接 で 発 生 した バ リを収
容 す る こ とを特 徴 とす る。
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明 細 書

発明の名称 ：部材の接合方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、部材の接合方法に関する。

背景技術

[0002] 例えば、特許文献 1 には円筒状を呈する金属部材同士を摩擦圧接によって

接合する方法が開示されている。この接合方法は、円筒状の金属部材の端面

同士を押圧 しつつ中心軸周りに高速回転させることで、接合部に摩擦熱を発

生させて両部材を接合するというものである。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献1 ：国際公開第 2 0 0 8 / 0 1 0 2 6 5 号パンフレット

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] 摩擦圧接工程においては、接合部の周囲に不可避的にバリが発生する。当

該バリは、接合部の周囲に不規則に膨出するため、当該バリの処理が煩雑に

なるとともに、被接合部材の意匠性等にも悪影響を及ぼす。

[0005] また、接合する一対の部材のいずれかが枠状部材である場合には、接合部

の外側及び内側 （内空側）の両方にバリが発生する。被接合部材の内側を、

例えば、流体を流す流路として用いる場合には、被接合部材の内側にバリが

膨出すると、流体の流通を妨げる要因となる。

[0006] このような観点から、本発明は、バリを制御するとともに被接合部材の意

匠性を向上させることができる部材の接合方法を提供することを課題とする

課題を解決するための手段

[0007] このような課題を解決するために本発明は、第一部材と、前記第一部材に

対向する第二部材とを準備する準備工程と、前記第一部材の端面と前記端面



に対向する第二部材の対向面 とを突 き合せて摩擦圧接 を行 う摩擦圧接工程 と

、前記摩擦圧接工程で形成 されたバ リを溶加材 と して溶接 を行 う溶接工程 と

、 を含み、前記摩擦圧接工程では、前記第一部材 と前記第二部材 との突合せ

部の外側 において、摩擦圧接の開始時に間隔をあけて対向する一対の離間面

を設 けておき、 当該一対の離間面の間に摩擦圧接で発生する前記バ リを収容

することを特徴 とする。

[0008] かかる方法 によれば、一対の離間面の間にバ リを収容することによ り、従

来のように被接合部材の外側 にバ リが不規則 に膨 出するのを少な くするか、

も しくは無 くす ことがで きる。 また、溶接工程 を行 うことで、被接合部材の

外面 をきれいに仕上 げることがで きる。 また、バ リを溶加材 と して利用する

ときには、一対の離間面の間に溶加材 を集めることがで きるため、溶接作業

を容易に行 うことがで きる。

[0009] また、前記第一部材の うち前記第二部材が突 き合わされる部位は平面視枠

状 を呈 し、前記摩擦圧接工程では、前記第一部材 と前記第二部材 との突合せ

部の内側 において、摩擦圧接の開始時に間隔をあけて対向する一対の離間面

を設 けておき、 当該一対の離間面の間に摩擦圧接で発生する前記バ リを収容

することが好 ま しい。

[001 0] かかる方法 によれば、例 えば、被接合部材の内側 を、流体 を流す流路 と し

て用いる場合 において、被接合部材の内側 にバ リが不規則 に膨 出するのを少

な くするか、 も しくは無 くす ことがで きる。 これによ り、バ リが流体の流通

の妨 げになるのを防 ぐことがで きる。

[001 1] また、前記第一部材の うち前記第二部材が突 き合わされる部位は平面視矩

形枠状 を呈 し、板状の一対の第一縦辺部 と前記第一縦辺部 よ りも長 さ寸法の

小 さい板状の一対の第一横辺部 とを備 え、前記第一縦辺部の長手方向に沿 つ

て前記一対の離間面 を形成 しておき、前記摩擦圧接工程では、前記第一部材

及び前記第二部材 を前記第一縦辺部 と平行 に相対的に往復移動 させ ることが

好 ま しい。

[001 2] かかる方法 によれば、前記第一部材の うち前記第二部材が突 き合わされる



部位が平面視矩形枠状を呈する場合でも部材同士を接合することができる。

また、第一縦辺部と平行に往復移動させると当該第一縦辺部にかかる突合せ

部にバ リが多 く発生する傾向にあるが、第一縦辺部の長手方向に沿って一対

の離間面を設けることでバ リを効果的に収容できる。

[001 3] また、前記第一部材のうち前記第二部材が突き合わされる部位は円筒状を

呈 し、前記摩擦圧接工程では、前記第一部材の軸中心周 りに相対的に回転さ

せることが好ましい。また、前記第一部材のうち前記第二部材が突き合わさ

れる部位は円柱状を呈 し、前記摩擦圧接工程では、前記第一部材の軸中心周

りに相対的に回転させることが好ましい。

[0014] かかる方法によれば、前記第一部材のうち前記第二部材が突き合わされる

部位が円筒状又は円柱状を呈する場合でもバ リを制御するとともに被接合部

材の意匠性を向上させることができる。

発明の効果

[001 5] 本発明に係る部材の接合方法によれば、バ リを制御するとともに被接合部

材の意匠性を向上させることができる。

図面の簡単な説明

[001 6] [ 図1] 本発明の第一実施形態に係る中空容器の分解斜視図である。

[ 図2] ( a ) は第一実施形態に係る第一部材の平面図であり、 （b ) は第一実

施形態に係る第二部材の平面図である。

[ 図3] 第一実施形態に係る中空容器の断面図である。

[ 図4 ] 第一実施形態に係る部材の接合方法の突合せ工程を示す断面図である。

[ 図5] 第一実施形態に係る部材の接合方法を示す断面図であって、 （a ) は突

合せ工程を示 し、 （b ) は摩擦圧接工程後を示 し、 （c ) は溶接工程を示す

[ 図6] ( a ) は第一変形例に係る部材の接合方法の突合せ工程を示す断面図で

あり、 （b ) は第二変形例に係る部材の接合方法の突合せ工程を示す断面図

である。

[ 図7] 第三変形例に係る部材の接合方法の突合せ工程を示す断面図である。



[ 図8] ( a ) は本発明の第二実施形態に係る中空容器の分解斜視図であり、 （

b ) は第二実施形態に係る部材の接合方法の突合せ工程を示す断面図である

[ 図9] 本発明の第三実施形態に係る筒状部材の分解斜視図である。

[ 図10] 第三実施形態に係る筒状部材の断面図である。

[ 図 1 1 ] 第三実施形態に係る部材の接合方法の突合せ工程を示す断面図である

発明を実施するための形態

[001 7] [ 第一実施形態]

本発明の第一実施形態に係る部材の接合方法について図面を参照 して詳細

に説明する。図 1 に示すように、本実施形態の部材の接合方法では、金属部

材同士を接合 して中空容器 1 を製造する場合を例示する。中空容器 1 は、例

えば、内部に流体を流 して伝熱部材として用いられる。説明における 「前後

」、 「左右」、 「上下」は図 1 の矢印に従う （第一部材 2 を基準とする）。

[001 8] 中空容器 1 は、第一部材 2 と、第二部材 3 とで構成される。第一部材 2 及

び第二部材 3 の材料は、摩擦圧接が可能な金属であれば特に制限されないが

、本実施形態ではいずれもアルミニウム合金を用いている。また、第一部材

2 及び第二部材 3 の耐カも特に制限されないが、本実施形態では、第一部材

2 の耐力よりも第二部材 3 の耐力の方が大きくなるように設定 している。つ

まり、後記する摩擦圧接工程の際に、第一部材 2 よりも第二部材 3 の方が軟

ィ匕しにくくなっている。まず、接合する前の第一部材 2 と第二部材 3 の構成

について説明する。

[001 9] 第一部材 2 は、平面視矩形の底部 1 1 と、底部 1 1 に立設された平面視矩

形枠状の第一側壁部 1 2 と、第一側壁部 1 2 の内部に形成された複数の仕切

り部 1 3 とで構成されている。第一部材 2 の成形方法は特に制限されないが

、本実施形態では押出成形によって第一側壁部 1 2 と仕切 り部 1 3 とを一体

成形 した後、当該成形品の端部に底部 1 1 を接合 している。

[0020] 第一側壁部 1 2 は、第一縦辺部 1 4 ， 1 4 と、第一横辺部 1 5 ， 1 5 とで



構成 されている。第一縦辺部 1 4 ， 1 4 は、板状 を呈 し互いに離間 して平行

に配置されている。第一横辺部 1 5 ， 1 5 は、板状 を呈 し互いに離間 して平

行に配置されている。第一縦辺部 1 4 は、第一横辺部 1 5 に対 して直角にな

つている。第一縦辺部 1 4 の上端面 1 4 a と第一横辺部 1 5 の上端面 1 5 a

は面一になっている。

[0021 ] 図 2 に示すように、第一縦辺部 1 4 は仮想の境界面 （側端面） 1 4 匕まで

とする。 また、第一横辺部 1 5 は仮想の境界面 （側面） 1 5 e までとする。

第一縦辺部 1 4 の仮想の境界面 1 4 b は、第一横辺部 1 5 の仮想の境界面 1

5 e に接続されている。

[0022] 図 2 の （a ) に示すように、上端面 1 4 a は 2 つの領域 に分けられる。後

記する突合せ工程 において下端面 2 4 a と接触する面を上端面 1 4 a i と し、

下端面 2 4 a と離間する面を上端面 1 4 a 2 とする。

[0023] 仕切 り部 1 3 は、板状 を呈 し第一縦辺部 1 4 ， 1 4 に対 して直角に連結さ

れている。仕切 り部 1 3 は、等間隔で複数枚配設されている。第一側壁部 1

2 と仕切 り部 1 3 とで形成 された複数の空間は、流体が流れる流路 P ， P

と して用い られる。仕切 り部 1 3 の上端面 1 3 a は、上端面 1 4 a ， 1

5 a と面一になっている。

[0024] 図 1 に示すように、第二部材 3 は、平面視矩形の底部 2 1 と、底部 2 1 か

ら垂下 した平面視矩形枠状の第二側壁部 2 2 とで構成 されている。第二部材

3 の内部 には、底部 2 1 と第二側壁部 2 2 とで構成 された凹部 Q が形成 され

ている。第二部材 3 の成形方法は特 に制限されないが、本実施形態ではダイ

キャス 卜によって一体成形 されている。

[0025] 第二側壁部 2 2 は、第二縦辺部 2 4 ， 2 4 と、第二横辺部 2 5 ， 2 5 とで

構成 されている。第二縦辺部 2 4 ， 2 4 は、板状 を呈 し互いに離間 して平行

に配置されている。第二横辺部 2 5 ， 2 5 は、板状 を呈 し互いに離間 して平

行に配置されている。第二縦辺部 2 4 は、第二横辺部 2 5 に対 して直角にな

つている。第二縦辺部 2 4 の長さ及び板厚は、第一縦辺部 1 4 の長さ及び板

厚 とそれぞれ同等になっている。 また、第二横辺部 2 5 の長さ及び板厚は、



第一横辺部 1 5 の長さ及び板厚 と同等になっている。

[0026] 図 2 の （b ) に示すように、第二縦辺部 2 4 は仮想の境界面 （側端面） 2

4 b までとする。 また、第二横辺部 2 5 は仮想の境界面 （側面） 2 5 e まで

とする。第二縦辺部 2 4 の仮想の境界面 2 4 b は、第二横辺部 2 5 の仮想の

境界面 2 5 e に接続されている。

[0027] 図 1 及び図 2 ( b ) に示すように、下端面 2 4 a ， 2 4 a の外側にはそれ

ぞれ切欠き部 2 6 が形成されている。切欠き部 2 6 は、底面 2 6 a と、底面

2 6 a に対 して垂直な側面 2 6 b とで構成されている。切欠き部 2 6 は、第

二縦辺部 2 4 の長手方向の全長に沿 って一定断面で形成されている。切欠き

部 2 6 の高さ （側面 2 6 b の高さ）は、第一部材 2 及び第二部材 3 の材料や

摩擦圧接の条件によって適宜設定される。

[0028] 図 3 は、第一実施形態に係る中空容器の断面図である。図 3 に示すように

、中空容器 1 は、第一部材 2 と第二部材 3 とを摩擦圧接によって接合されて

いる。第一部材 2 と第二部材 3 との接合部には、その外周に亘 つて溶接金属

W 1 が形成されている。溶接金属W 1 は レ一ザ一溶接によって形成される部

位である。

[0029] 次 に、本実施形態に係る部材の接合方法について説明する。本実施形態に

係る部材の接合方法では、準備工程 と、突合せ工程 と、摩擦圧接工程 と、溶

接工程 とを行 う。

[0030] 図 1 に示すように、準備工程は、第一部材 2 と第二部材 3 とを用意するェ

程である。第一部材 2 及び第二部材 3 の成形方法は特に制限されるものでは

ない。

[0031 ] 図 4 に示すように、突合せ工程は、第一部材 2 と第二部材 3 とを突き合わ

せる工程である。突合せ工程では、第一部材 2 の上端面 1 4 a い 1 4 a ，と

第二部材 3 の下端面 （対向面） 2 4 a ， 2 4 a とを面接触させる。 また、第

—部材 2 の上端面 1 5 a ， 1 5 a と第二部材 3 の下端面 （対向面） 2 5 a ，

2 5 a とを面接触させる。 また、第一部材 2 の第一側壁部 1 2 の外周面 と第

二部材 3 の第二側壁部 2 2 の外周面 とを面一にする。 これにより、突合せ部



J 1 が形成される。

[0032] 図 4 に示すように、突合せ工程では、第二部材 3 の第二縦辺部 2 4 に切欠

き部 2 6 が形成されているため、上端面 1 4 a 2 と底面 2 6 a とはわずかな隙

間をあけて対向する。底面 2 6 a 及びこの底面 2 6 a に対向する上端面 1 4

a 2は、特許請求の範囲の 「離間面」に相当する。

[0033] なお、本実施形態の摩擦圧接工程では、第一部材 2 を固定 して第二部材 3

を相対移動させるため、突合せ工程では、第一部材 2 の第一側壁部 1 2 の周

囲を固定治具で移動不能に拘束する。

[0034] 摩擦圧接工程は、摩擦工程と圧接工程とを行って、第一部材 2 と第二部材

3 とを接合する工程である。摩擦工程では、突き合わされた第一部材 2 と第

二部材 3 とを互いに近接する方向に押圧する。そ して、本実施形態では、第

一縦辺部 1 4 の長手方向と平行に第一部材 2 及び第二部材 3 を相対的かつ直

線的に往復移動させる。本実施形態では、第一部材 2 は移動させず、第二部

材 3 のみを直線的に往復移動させる。

[0035] 図 5 の （a ) に示すように、本実施形態に係る摩擦工程では、上端面 1 4

a ！と下端面 2 4 a 及び上端面 1 5 a と下端面 2 5 a (図4 参照）とが擦 り合

わされる。

[0036] 摩擦工程における条件は適宜設定すればよいが、例えば、周波数を 1 0 0

〜 2 6 0 H z 、振幅を 1 . 0 〜 2 . 0 m m、摩擦圧力を2 0 〜 6 O M P a に

設定する。また、摩擦工程の時間を5 〜 1 0 秒程度に設定する。摩擦工程が

終了したら、直ちに圧接工程に移行する。

[0037] 圧接工程では、第一部材 2 及び第二部材 3 を相対移動させずに互いに近接

する方向に押圧する。圧接工程における条件は適宜設定すればよいが、例え

ば、アブセット圧力を6 0 〜 8 0 M P a 、時間を3 〜 5 秒程度に設定する。

[0038] 摩擦工程によって接合部に摩擦熱が発生 した後、往復移動を停止させ、圧

接工程によってアブセッ卜圧力を付与すると、接合部に分子間引力が働き第

—部材 2 と第二部材 3 とが結合する。図 5 の （b ) に示すように、摩擦圧接

工程では、軟化 した母材が外部に排出されることで、第一側壁部 1 2 及び第



二側壁部 2 2 のうち擦 り合わされている部位の高さが徐々に小さくなる。そ

して、軟化 した母材が接合部の内側及び外側に押 し出されることによってバ

リS が発生する。

[0039] 摩擦圧接工程後は、上端面 1 4 a 2 と底面 2 6 a との距離は摩擦圧接前の半

分以下になっている。外側に発生するバ リS は、上端面 1 4 a 2、側面 2 6 b

及び底面 2 6 a で囲まれたスペースに収容される。本実施形態のように、バ

リS の先端側が外面よりも外側に突出 していてもよい。

[0040] 溶接工程は、第一部材 2 及び第二部材 3 の突合せ部 」 1 の外側に形成され

たバ リS を溶加材 として溶接を行 う。溶接の種類は特に制限されないが、本

実施形態では レーザー溶接を行 う。溶接工程では、アーク溶接等他の種類の

溶接方法で行 ってもよい。

[0041 ] 図 5 の （c ) に示すように、本実施形態では、溶接工程の溶接の中心線 V

1 と底面 2 6 a とが重なるように設定 しているため、溶接の中心線 V 1 と突

合せ部 」 1 とは離間する。以上により、中空容器 1 が形成される。

[0042] 以上説明 した本実施形態に係る部材の接合方法によれば、摩擦圧接の開始

時において、上端面 （離間面） 1 4 a 2 と底面 （離間面） 2 6 a とはわずかな

隙間をあけて対向する。 これにより、摩擦圧接工程の際に、当該離間面の間

にバ リS を収容することができ、従来のように被接合部材の外側にバ リが不

規則に膨出するのを防 ぐことができる。

[0043] 仮 に、従来のように離間面が無い形態であると、バ リは第一部材 2 及び第

二部材 3 の上下方向、外側方向に不規則に膨出する。 しか し、本実施形態で

あれば、バ リS が上端面 1 4 a 2及び底面 2 6 a に導かれつつ外側に向けて排

出されるため、不規則に外部に膨出するのを防ぎ、上端面 1 4 a 2 と底面 2 6

a との間にバ リS を集めることができる。

[0044] また、切欠き部 2 6 が無い場合 と比べて、摩擦圧接の接触面積が小さくな

るため、摩擦熱 も小さくな り/ くリの発生量を少な くすることができる。

[0045] また、溶接工程を行 うことで、中空容器 （被接合部材） 1 の外面をきれい

に仕上げることができる。 また、一対の離間面の間に溶加材 となるバ リS を



収容することで、所定の部位に溶加材を集めることができるため、溶接作業

を容易に行うことができる。また、溶接工程においてバ リを溶加材とするこ

とができるため、材料費を削減できる。

[0046] また、本実施形態によれば、第一部材 2 及び第二部材 3 のうち互いに突き

合わされる部位が平面視矩形枠状を呈する場合でも、部材同士を接合するこ

とができる。また、第一縦辺部 1 4 と平行に往復移動させると突合せ部 J 1

のうち第一縦辺部 1 4 及び第二縦辺部 2 4 側にバ リS が多く発生する傾向に

あるが、第一縦辺部 1 4 の長手方向に沿って一対の離間面を設けることでバ

リS を効果的に収容できる。

なお、溶接工程の際には、底面 2 6 a に平行で、かつ、溶接の中心線V 1

とバ リS の先端とが重なるように設定 してもよい。また、底面 2 6 a に平行

で、かつ、溶接の中心線V 1 が、上端面 1 4 a 2 と底面 2 6 a との間の中点を

通るように設定 してもよい。バ リS の発生形態に応 じて溶接の中心線V 1 を

適宜設定することで、仕上がり面をきれいにすることができる。

[0047] [ 第一変形例]

図 6 の （a ) に示す第一変形例は、突合せ部 J 1 の内側にも離間面を設け

た点で第一実施形態と相違する。第一変形例では、第一実施形態と相違する

点を中心に説明する。

[0048] 図 6 の （a ) に示すように、第二部材 3 A は、底部 2 1 と、底部 2 1 から

垂下する矩形枠状の第二側壁部 2 2 とで構成されている。第二側壁部 2 2 は

、板状を呈する一対の第二縦辺部 2 4 ，2 4 と、板状を呈する一対の第二横

辺部 2 5 ，2 5 とで構成されている。第二縦辺部 2 4 は、第二横辺部 2 5 よ

りも長くなつている。

[0049] 第二縦辺部 2 4 の下端面 2 4 a の内側及び外側には、切欠き部 2 6 ，2 7

が形成されている。切欠き部 2 6 ，2 7 は、第二縦辺部 2 4 の長手方向に亘

つて形成されている。切欠き部 2 6 は、底面 2 6 a と、底面 2 6 a に対 して

垂直な側面 2 6 b とで構成されている。同様に切欠き部 2 7 は、底面 2 7 a

と、底面 2 7 a に対 して垂直な側面 2 7 b とで構成されている。



[0050] 第一変形例に係る部材の接合方法では、準備工程 と、突合せ工程 と、摩擦

圧接工程 と、溶接工程 とを行 う。

[0051 ] 準備工程は、第一実施形態 と略同等である。突合せ工程は、第一部材 2 と

第二部材 3 A とを突き合せる工程である。突合せ工程では、第一縦辺部 1 4

の上端面 1 4 a ，と第二縦辺部 2 4 の下端面 2 4 a とを突き合せるとともに、

第一横辺部 1 5 の上端面 1 5 a と第二横辺部 2 5 の下端面 2 5 a とを突き合

せる。 これにより、突合せ部 J 2 が形成される。

[0052] 突合せ工程では、外側の上端面 1 4 a 2 と外側の底面 2 6 a とはわずかな隙

間をあけて対向する。 また、内側の上端面 1 4 a 2 と内側の底面 2 7 a とはわ

ずかな隙間をあけて対向する。底面 2 6 a 及び この底面 2 6 a に対向する上

端面 1 4 a 2、底面 2 7 a 及び この底面 2 7 a に対向する上端面 1 4 a 2は、

特許請求の範囲の 「離間面」に相当する。

[0053] 摩擦圧接工程及び溶接工程は、第一実施形態 と略同等である。

[0054] 第一変形例によっても第一実施形態 と同等の効果を得ることができる。 ま

た、中空容器 1 A の内部を、流体を流す流路 として用いる場合には、中空容

器 1 A の内側に発生 したバ リS の膨出によって当該流路が狭め られて流体の

流通の妨げになるおそれがあるが、本実施形態のように、内側に形成された

—対の離間面の間にバ リを収容するようにすることで、中空容器 1 A の内側

へのバ リの膨出を少な くするか、 も しくは無 くすことができる。

[0055] [ 第二変形例 ]

図 6 の （b ) に示す第二変形例は、第一部材 2 B にも切欠き部 1 6 を設け

た点で第一実施形態 と相違する。第二変形例では、第一実施形態 との相違点

を中心に説明する。

[0056] 第一部材 2 B の第一側壁部 1 2 は、板状を呈する第一縦辺部 1 4 ， 1 4 と

、板状を呈する第一横辺部 1 5 ， 1 5 とで構成されている。第一側壁部 1 2

は、平面視矩形枠状を呈する。第一縦辺部 1 4 の上端面 1 4 a の外側には切

欠き部 1 6 が形成されている。切欠き部 1 6 は、底面 1 6 a と、底面 1 6 a

に対 して垂直な側面 1 6 b とで構成されている。



[0057] 第二部材 3 は、第一実施形態と同等である。切欠き部 1 6 及び切欠き部 2

6 は、同 じ形状になっている。

[0058] 第二変形例に係る部材の接合方法では、準備工程 と、突合せ工程 と、摩擦

圧接工程 と、溶接工程 とを行う。

[0059] 準備工程は、第一実施形態と略同等である。突合せ工程は、第一部材 2 B

と第二部材 3 とを突き合せる工程である。突合せ工程では、第一縦辺部 1 4

の上端面 1 4 a と、第二縦辺部 2 4 の下端面 2 4 a とを突き合せるとともに

、第一横辺部 1 5 の上端面 1 5 a と第二横辺部 2 5 の下端面 2 5 a とを突き

合せる。 これにより、突合せ部 J 3 が形成される。

[0060] 突合せ工程では、切欠き部 1 6 の底面 1 6 a と切欠き部 2 6 の底面 2 6 a

とはわずかな隙間をあけて対向する。底面 1 6 a 及び この底面 1 6 a に対向

する底面 2 6 a は、特許請求の範囲の 「離間面」に相当する。

[0061 ] 摩擦圧接工程は、第一実施形態と同等である。溶接工程では、第一実施形

態と同様に突合せ部 J 3 の底面 （離間面） 1 6 a と底面 （離間面） 2 6 a の

間に収容されるバ リを溶加材として レーザ一溶接を行う。第二変形例では溶

接の中心線と突合せ部 J 3 とは重なるようになっている。

[0062] 第二変形例のように、第一部材 2 B 及び第二部材 3 の両方に切欠き部 1 6

， 2 6 を設けて離間面 （1 6 a ， 2 6 a ) を形成 しても第一実施形態と同様

の効果を得ることができる。

[0063] [ 第三変形例 ]

図 7 に示す第三変形例は、第二部材 3 C に面取 り部 2 6 C を設けた点で第

一実施形態と相違する。第三変形例では、第一実施形態との相違点を中心に

説明する。

[0064] 第一部材 2 は、第一実施形態と同等の部材を用いている。第二部材 3 C は

、底部 2 1 と、底部 2 1 か ら垂下する第二側壁部 2 2 とで構成されている。

第二側壁部 2 2 は、平面視矩形枠状を呈する。第二側壁部 2 2 は、第二縦辺

部 2 4 ， 2 4 と、第二横辺部 2 5 ， 2 5 とで構成されている。第二縦辺部 2

4 の下端面 2 4 a の外側には、長手方向に亘つてC 面取 りされた面取 り部 2



6 C が形成されている。

[0065] 面取 り部 2 6 C は、第二縦辺部 2 4 の下端面 2 4 a と外面 2 4 c との角部

を面取 りして形成されている。本実施形態では、 C 面取 りになっているが、

丸面取 りでもよい。

[0066] 第三変形例に係る部材の接合方法では、準備工程 と、突合せ工程 と、摩擦

圧接工程 と、溶接工程 とを行 う。

[0067] 準備工程は、第一実施形態 と同等である。突合せ工程は、第一部材 2 と第

二部材 3 C とを突き合せる工程である。突合せ工程では、第一縦辺部 1 4 の

上端面 1 4 a ，と第二縦辺部 2 4 の下端面 2 4 a とを突き合せるとともに、第

—横辺部 1 5 の上端面 1 5 a と第二横辺部 2 5 の下端面 2 5 a とを突き合せ

る。 これにより、突合せ部 J 4 が形成される。

[0068] また、突合せ工程では、上端面 1 4 a 2 と面取 り部 2 6 C の面取 り面 2 6 C

a とは隙間をあけて対向する。上端面 1 4 a 2及び この上端面 1 4 a 2 に対向

する面取 り面 2 6 C a は、特許請求の範囲の 「離間面」に相当する。

[0069] 摩擦圧接工程は、第一実施形態 と同等である。摩擦圧接工程によって、上

端面 1 4 a i と下端面 2 4 a とが擦 り合わされて摩擦熱が発生 し、軟化 した母

材が外部に排出されることで第一側壁部 1 2 及び第二側壁部 2 2 のうちの擦

り合わされている部位の高さが徐々に小さくなる。本実施形態では、摩擦圧

接終了後に、面取 り部 2 6 C の切欠き高さは摩擦圧接前の半分程度になる。

排出されたバ リは、上端面 1 4 a 2 と面取 り面 2 6 C a との隙間に収容される

[0070] 溶接工程では、上端面 1 4 a 2 と面取 り面 2 6 C a との隙間に収容されたバ

リを溶加材 として溶接を行 う。

[0071 ] 以上の第三変形例のように、第二部材 3 C に面取 り部 2 6 C を設ける場合

でも、摩擦圧接によって発生 したバ リを上端面 1 4 a 2 と面取 り面 2 6 C a と

の間に収容することができ、第一実施形態 と同等の効果を得ることができる

。なお、本実施形態では、突合せ部 J 4 の外側の角部を面取 りしているが、

内側に面取 り加工を施 してもよい。 また、面取 り部 2 6 は、面取 り加工に限



定するものではなく、ダイキャス 卜によって成形 してもよい。

[0072] [ 第二実施形態]

図 8 の （a ) 及び （b ) に示すように、第二実施形態では、枠状の第一側

壁部と板状の蓋部材を接合する点で第一実施形態と相違する。第二実施形態

では第一実施形態と相違する部分を中心に説明する。

[0073] 第一部材 2 D は、第一側壁部 1 2 を備えている。第一側壁部 1 2 は、板状

を呈する第一縦辺部 1 4 ， 1 4 と、板状を呈する第一横辺部 1 5 ， 1 5 とで

構成されている。第一縦辺部 1 4 は、第一横辺部 1 5 よりも長 くなつている

。第一側壁部 1 2 は、平面視矩形枠状を呈する。

[0074] 第一縦辺部 1 4 の上端面 1 4 a の外側には、切欠き部 2 6 が形成されてい

る。切欠き部 2 6 は、底面 2 6 a と、底面 2 6 a に垂直な側面 2 6 b とで構

成されている。切欠き部 2 6 は、第一縦辺部 1 4 の長手方向全体に亘つて形

成されている。

[0075] 第二部材 3 D は、平面視矩形の板状を呈する。第二部材 3 Dの外縁は、第

—側壁部 1 2 の外縁と同じ形状になっている。第二部材 3 Dのうち第一縦辺

部 1 4 及び第一横辺部 1 5 に対向する部位には、枠状の対向面 3 1 a が形成

されている。対向面 3 1 a のうち第一縦辺部 1 4 に対向する部位は、 2 つの

領域に分けられる。後記する突合せ工程において、上端面 1 4 a と接触する

面を対向面 3 1 a ，とし、上端面 1 4 a と離間する面を対向面 3 1 a 2 とする

[0076] 次に、本実施形態に係る部材の接合方法について説明する。本実施形態に

係る部材の接合方法では、準備工程と、突合せ工程と、摩擦圧接工程と、溶

接工程とを行う。

[0077] 図 8 の （b ) に示すように、準備工程は、第一部材 2 D と第二部材 3 D を

用意する工程である。第一部材 2 D及び第二部材 3 Dの成形方法は特に制限

されるものではない。

[0078] 図 8 の （b ) に示すように、突合せ工程では、第一部材 2 Dの上端面 1 4

a , 1 4 a と第二部材 3 Dの対向面 3 1 a い 3 1 a ，とを面接触させる。ま



た、第一部材 2 D の上端面 1 5 a ， 1 5 と対向面 3 1 ， 3 1 a とを面接

触させる。 これにより、突合せ部 J 5 が形成される。

[0079] また、突合せ工程では、第二部材 3 の第一縦辺部 1 4 に切欠き部 2 6 が形

成されているため、対向面 3 1 a 2 と底面 2 6 a とはわずかな隙間をあけて対

向する。底面 2 6 a 及び この底面 2 6 a に対向する対向面 3 1 a 2 は、特許請

求の範囲の 「離間面」に相当する。

[0080] 摩擦圧接工程は、摩擦工程 と圧接工程 とを行 って、第一部材 2 D と第二部

材 3 D とを接合する工程である。摩擦工程では、突き合わされた第一部材 2

D と第二部材 3 D とを互いに近接する方向に押圧する。そ して、本実施形態

では、第一縦辺部 1 4 の長手方向と平行に第一部材 2 D及び第二部材 3 D を

相対的かつ直線的に往復移動させる。本実施形態では、第一部材 2 D は移動

させず、第二部材 3 D のみを直線的に往復移動させる。

[0081 ] 図 8 の （b ) に示すように、本実施形態に係る摩擦工程では、上端面 1 4

a と対向面 3 1 a 2及び上端面 1 5 a と対向面 3 1 a とが擦 り合わされて摩擦

熱が発生 し、軟化 した母材が外部に排出されることで、第一側壁部 1 2 及び

第二側壁部 2 2 のうち擦 り合わされている部位の高さが徐々に小さくなる。

[0082] 摩擦工程によって接合部に摩擦熱が発生 した後、往復移動を停止させ、圧

接工程によってアブセッ 卜圧力を付与すると、接合部に分子間引力が働 き第

—部材 2 D と第二部材 3 D とが結合する。摩擦工程の際には、軟化 した母材

が接合部の内側及び外側に押 し出されることによってバ リが発生する。突合

せ部 J 5 の外側に発生するバ リは、底面 2 6 a と対向面 3 1 a 2 とで囲まれた

スペ ース に収容される。

[0083] 溶接工程は、第一部材 2 D及び第二部材 3 D の突合せ部 」5 の外側に形成

されたバ リを溶加材 として溶接を行 う。溶接の種類は特に制限されないが、

本実施形態では レーザー溶接を行 う。溶接工程では、アーク溶接等他の種類

の溶接方法で行 ってもよい。以上により、中空容器 1 D が形成される。

[0084] 第二実施形態に係る部材の接合方法のように第二部材 3 D を板状の蓋 とし

ても第一実施形態 と同等の効果を得ることができる。



[0085] なお、本実施形態では、切欠き部 2 6 を第一部材 2 D のみに設けたが、第

二部材 3 D のみに設けてもよいし、第一部材 2 D及び第二部材 3 D の両方に

切欠き部を設けてもよい。

[0086] また、前記 した実施形態では、縦辺部のみに切欠き部を設けたが、横辺部

のみに設けてもよいし、縦辺部と横辺部の両方に設けてもよい。また、前記

した実施形態では、摩擦圧接工程の際に、縦辺部と平行に往復移動させたが

、横辺部と平行に往復移動させてもよいし、縦辺部に対 して斜めに往復移動

させてもよい。

[0087] なお、前記 した実施形態及び変形例では、第一部材及び第二部材のうち突

き合わされる部位の形状を平面視矩形枠状を呈するようにしたが、三角枠状

、六角枠状等他の多角枠形状を呈するようにしてもよい。

[0088] また、前記 した実施形態及び変形例では、第一部材及び第二部材のいずれ

かに底部を設け、中空部を備えた中空容器を形成する場合を例示 したが、こ

れに限定されるものではない。例えば、一方又は両方が角筒状を呈する第一

部材及び第二部材を接合 して、有底筒状部材又は筒状部材を形成 してもよい

。この場合、第一部材及び第二部材のうち突き合わされる部位の形状は、三

角形、六角形等他の多角形状であってもよい。

[0089] また、中実の第一部材及び第二部材を接合 してもよい。具体的には、例え

ば、四角柱同士、六角柱同士等多角柱同士を接合する場合にも本発明を適用

することができる。この場合、多角柱同士は同じ断面形状であってもよいし

、異なる断面形状であってもよい。

[0090] [ 第三実施形態]

次に、本発明の第三実施形態について説明する。第三実施形態では、円筒

状を呈する第一部材及び第二部材を接合 して筒状部材を形成する点で他の実

施形態と相違する。第三実施形態では、図 9 に示すように円筒状を呈する第

—部材 1 0 2 と、円筒状を呈する第二部材 1 0 3 とを接合する。第三実施形

態では、第一実施形態と相違する部分を中心に説明する。

[0091 ] 第一部材 1 0 2 は、円筒状の第一側壁部 1 1 2 で構成されている。第一側



壁部 1 1 2 の上端面 1 1 2 a は、二つの領域に分けられる。後記する突合せ

工程において下端面 1 2 2 a と接触する面を上端面 1 1 2 a ，とし、下端面 1

2 2 a と離間する面を上端面 1 1 2 a 2 とする。上端面 1 1 2 a ，は上端面 1

1 2 a の内側に形成され、上端面 1 1 2 a 2は外側に形成されている。

[0092] 第二部材 1 0 3 は、円筒状の第二側壁部 1 2 2 で構成されている。第二側

壁部 1 2 2 の外径及び板厚は、第一側壁部 1 1 2 の外径及び板厚と同等にな

つている。第二側壁部 1 2 2 の下端面 1 2 2 a の外側には切欠き部 1 1 6 が

形成されている。切欠き部 1 1 6 は、底面 1 1 6 a と、底面 1 1 6 a に対 し

て垂直な 1 1 6 b とで形成されている。切欠き部 1 1 6 は、全周に亘つて形

成されている。

[0093] 図 1 0 は、第三実施形態に係る筒状部材の断面図である。図 1 0 に示すよ

うに、筒状部材 1 0 1 は、第一部材 1 0 2 と第二部材 1 0 3 とを摩擦圧接に

よって接合されている。第一部材 1 0 2 と第二部材 1 0 3 との接合部には、

その外周に亘つて溶接金属W 1 が形成されている。溶接金属W 1 は、 レーザ

- 溶接によって形成される部位である。

[0094] 次に、本実施形態に係る部材の接合方法について説明する。本実施形態に

係る部材の接合方法では、準備工程と、突合せ工程と、摩擦圧接工程と、溶

接工程とを行う。

[0095] 準備工程は、第一部材 1 0 2 と第二部材 1 0 3 とを用意する工程である。

第一部材 1 0 2 及び第二部材 1 0 3 の成形方法は特に制限されるものではな

い。

[0096] 図 1 1 に示すように、突合せ工程は、第一部材 1 0 2 と第二部材 1 0 3 と

を突き合わせる工程である。突合せ工程では、第一部材 1 0 2 の上端面 1 1

2 a ，と第二部材 1 0 3 の下端面 1 2 2 a とを突き合わせる。これにより、突

合せ部 」6 が形成される。

[0097] 突合せ工程では、第二部材 1 0 3 に切欠き部 1 1 6 が形成されているため

、上端面 1 1 2 a 2 と底面 1 1 6 a とはわずかな隙間をあけて対向する。底面

1 1 6 a 及び底面 1 1 6 a に対向する上端面 1 1 2 a 2は、特許請求の範囲の



「離間面」に相当する。

[0098] なお、本実施形態の摩擦圧接工程では、第一部材 1 0 2 を固定 して第二部

材 1 0 3 を相対移動させるため、突合せ工程では、第一部材 1 0 2 の第一側

壁部 1 1 2 の周囲を固定治具で移動不能に拘束する。

[0099] 摩擦圧接工程は、摩擦工程と圧接工程とを行って、第一部材 1 0 2 と第二

部材 1 0 3 とを接合する工程である。摩擦工程では、突き合わされた第一部

材 1 0 2 と第二部材 1 0 3 とを互いに近接する方向に押圧する。そ して、第

—部材 1 0 2 の軸中心周りに第二部材 1 0 3 を円周方向に回転させる。

[01 00] 摩擦圧接工程では、第一実施形態と同様に、軟化 した母材が接合部の内側

及び外側に押 し出されることによってバ リが発生する。摩擦圧接工程後は、

上端面 1 1 2 a 2 と底面 1 1 6 a との距離は摩擦圧接前の半分程度になる。外

側に発生するバ リは、上端面 1 1 2 a 2、底面 1 1 6 a 及び側面 1 1 6 b で囲

まれたスペースに収容される。溶接工程は、第一実施形態と略同等である。

[01 0 1 ] 本実施形態のように、第一部材 1 0 2 及び第二部材 1 0 3 が円筒状を呈す

る場合であっても、第一実施形態と同等の効果を得ることができる。なお、

本実施形態では、円筒状同士の部材を接合 したが、これに限定されるもので

はない。接合される部材の少なくとも一方が円筒状であればよい。

[01 02] また、第一部材及び第二部材のいずれかに底部を設け、有底円筒状部材又

は中空円筒状部材を形成 してもよい。また、中実の第一部材及び第二部材を

接合 しもよい。具体的には、円柱同士を接合する場合にも本発明を適用する

ことができる。

[01 03] また、特許請求の範囲の請求項 2 における 「前記第一部材のうち前記第二

部材が突き合わされる部位は平面視枠状を呈 し」とは、第一部材のうち前記

第二部材が突き合わされる部位を平面視 した場合の形状が円筒状や、三角枠

状、矩形枠状、六角枠状等他の多角枠状を含む意味である。

符号の説明

[01 04] 1 中空容器

2 第一部材



第二部材

底部

第一側壁部

仕切 り部

第一縦辺部

第一横辺部

底部

第二側壁部

第二縦辺部

第二横辺部

切欠 き部



請求の範囲

[ 請求項 1] 第一部材 と、前記第一部材 に対向する第二部材 とを準備する準備ェ

程 と、

前記第一部材の端面 と前記端面 に対向する第二部材の対向面 とを突

き合せて摩擦圧接 を行 う摩擦圧接工程 と、

前記摩擦圧接工程で形成 されたバ リを溶加材 と して溶接 を行 う溶接

工程 と、 を含み、

前記摩擦圧接工程では、前記第一部材 と前記第二部材 との突合せ部

の外側 において、摩擦圧接の開始時に間隔をあけて対向する一対の離

間面 を設 けておき、 当該一対の離間面の間に摩擦圧接で発生する前記

バ リを収容することを特徴 とする部材の接合方法。

[ 請求項 2 ] 前記第一部材の うち前記第二部材が突 き合わされる部位は平面視枠

状 を呈 し、

前記摩擦圧接工程では、前記第一部材 と前記第二部材 との突合せ部

の内側 において、摩擦圧接の開始時に間隔をあけて対向する一対の離

間面 を設 けておき、 当該一対の離間面の間に摩擦圧接で発生する前記

バ リを収容することを特徴 とする請求の範囲第 1 項 に記載の部材の接

合方法。

[ 請求項 3 ] 前記第一部材の うち前記第二部材が突 き合わされる部位は平面視矩

形枠状 を呈 し、板状の一対の第一縦辺部 と前記第一縦辺部 よ りも長 さ

寸法の小 さい板状の一対の第一横辺部 とを備 え、

前記第一縦辺部の長手方向に沿 って前記一対の離間面 を形成 してお

さ、

前記摩擦圧接工程では、前記第一部材及び前記第二部材 を前記第一

縦辺部 と平行 に相対的に往復移動 させ ることを特徴 とする請求の範囲

第 1 項又は請求の範囲第 2 項 に記載の部材の接合方法。

[ 請求項 4 ] 前記第一部材の うち前記第二部材が突 き合わされる部位は円筒状 を



前記摩擦圧接工程では、前記第一部材の軸 中心周 りに相対的に回転

させ ることを特徴 とする請求の範囲第 1 項又は請求の範囲第 2 項 に記

載の部材の接合方法。

[ 請求項 5 ] 前記第一部材の うち前記第二部材が突 き合わされる部位は円柱状 を

前記摩擦圧接工程では、前記第一部材の軸 中心周 りに相対的に回転

させ ることを特徴 とする請求の範囲第 1 項 に記載の部材の接合方法。
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